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研究要旨 

【背景・⽬的】我が国では、⼥性労働者が労働⼈⼝の約 46%を占めるに⾄り、⽉経困難

症・過多⽉経・⽉経前症候群・更年期障害といった⼥性特有の健康課題と仕事との両⽴⽀

援が喫緊の社会課題となっている。経済産業省の試算によれば⼥性特有の健康課題による

経済損失は年間約 3.4 兆円にのぼる。本研究は、3 年計画（令和 5〜7 年度）で、就労期⼥

性の健康課題に対する産業保健活動の在り⽅を科学的に明らかにし、事業場における実践

的対応策を体系化するとともに、その成果を⾏政施策・現場実装にまで結びつけることを

⽬的とした。 

【研究計画と⽅法】3 年間で 5 つの主研究（主研究 1：研究統括及び⼥性特有の事情と就

労の配慮の在り⽅、主研究 2：事業場調査、主研究 3：⼥性労働者調査、主研究 4：医学的

整理及び学会・研究班らとの連携、主研究 5：E ラーニング・アクションチェックリスト・

提⾔の作成）を企画し、⽂献レビュー、事業場ヒアリング・事業場調査（14 府県 203 事業

所）、⼥性労働者対象の⼤規模疫学調査（最⼤ n=24,441）、健康経営優良法⼈を中⼼とし

た⼤企業労働者調査（n=24,237、⼥性 4,284名のPOS分析）、医学的整理、教育ツール・

実装ツール開発を相互に連動させながら実施した。3 年間で延べ 20名以上の研究分担者・

研究協⼒者（産業医・産業保健職・産婦⼈科医・疫学者・健康経営専⾨家・事業会社実務

者）が参画し、現場ニーズに即したアクションオリエンテッドな成果創出を志向した。 

【3 年間の主要成果】 

本研究班は、交付申請書に記載した期待される効果・成果を、以下のとおり 3 つの柱に
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おいて当初想定を超える形で達成した。 

【成果①：⾏政検討会への助⾔を通じた政策形成への直接貢献】 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬等に関す

る検討会」（令和 6 年度開催、計 11 回）のうち、⼥性特有の健康課題が議論された第 4

回・第 5回・第 6回・第 8 回の計 4回に参集者として関与し、研究班の知⾒（事業場調査

における男性上司の理解不⾜等の阻害要因、⼥性労働者調査における⽉経随伴症状とプレ

ゼンティーズムの量反応関係、⽂献レビューの国際的知⾒等）を踏まえた具体的助⾔を⾏

った。これらの助⾔は、検討会報告書（令和 6 年 11 ⽉ 1⽇中間とりまとめ）の論点形成、

及び令和 7 年 1 ⽉ 17⽇付け労働政策審議会建議「今後の労働安全衛⽣対策について」の内

容形成に直接的かつ実質的に貢献した。 

【成果②：厚⽣労働省マニュアル（健診機関向け・事業者向け）のたたき台としての役

割】 

検討会中間とりまとめ及び労働政策審議会建議を受け、研究班は政策実装研究

（implementation research）の枠組みに従い、第⼀に検討会 4回分の議事録・配布資料・

中間とりまとめの内容分析（15 のコード分類）、第⼆に研究班の分担研究知⾒（⽂献レビ

ュー、事業場ヒアリング、⽉経随伴症状疫学、POS 分析、健診担当医向けツール、E ラー

ニング基礎調査）のナラティブ統合によるマニュアル各章へのマッピング、第三に厚⽣労

働省労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課（産業保健⽀援室）との計 6 回の協議及び検討会構

成員 10名から提出された個別意⾒の専⾨家合意形成⼿続きによる反映、を経て、「⼥性特

有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル〜健診機関向け〜」（全 25⾴、

巻末リーフレット及び⽀援機関⼀覧を含む）及び「⼥性特有の健康課題に関する問診を活

⽤した⼥性の健康管理⽀援実施マニュアル〜事業者向け〜」（全 21 ⾴、Q&A 及び⽀援制

度・機関⼀覧を含む）の原案を作成した。両マニュアルは令和 8 年（2026 年）1 ⽉ 19 ⽇

付で厚⽣労働省より公表された（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36255.html）。

本マニュアルが提⽰した「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事業者」の四者連携モデルは、業

務起因性が必ずしも明確でない⼥性特有の健康課題を労働安全衛⽣のスキームで取り扱う

新しい枠組みとして、国際的にも先進的な政策実装モデルである。 

【成果③：研究班作成資材を活⽤した普及啓発活動の開始】 

研究班は、上記の厚⽣労働省マニュアルに加え、（１）5領域 41項⽬のアクションチェ

ックリスト及びその解説本、（２）管理職・⼈事・産業保健スタッフ向け E ラーニング動
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画 10 本（各 5分程度）、（３）⼥性健康アドボケイト養成プログラム（E ラーニング全 11

章＋ロールプレイWebシミュレーター＋統合ポータル）、（４）健診担当医向けパンフレ

ット及びリーフレット、など多様な利⽤者層に対応する資材を整備した。これらの資材を

活⽤した普及啓発活動として、令和 7 年度には、札幌市産業医協議会 2 回・熊本県医師会

1 回の計 3 会場で産業医研修を実施し、合計 181 名の産業医からアンケート回答を得た。

研修評価では、わかりやすさ 88.0%、推進⽅法の理解 97.0%、実践可能性 90.3%、推進意

欲 92.7%といずれも⾼い肯定的評価が得られ、本ツール及び研修プログラムが嘱託産業医

を含む幅広い産業医集団に対して受容性が⾼く適⽤可能性を有することが予備的に⽀持さ

れた。本普及啓発活動は、令和 8 年度以降、全国の産業医協議会・医師会・事業者団体に

拡⼤して継続的に実施する予定である。 

【成果④：改訂事業主⾏動計画策定指針（令和 8年 4 ⽉施⾏）等との整合】 

本研究班の研究期間中である令和 7 年 12 ⽉ 23⽇、⼥性活躍推進法に基づく事業主⾏動

計画策定指針が改訂され（令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏）、⼥性の健康⽀援が⼀般事業主⾏動計

画の柱の⼀つとして位置付けられるとともに、職場における⼥性の健康⽀援に取り組む優

良企業を認定する「えるぼしプラス」（1〜3 段階）及び「プラチナえるぼしプラス」認定

が創設された。本研究班の主要成果（厚⽣労働省マニュアル、5領域 41項⽬アクションチ

ェックリスト、⼥性健康アドボケイト養成プログラム等）は、改訂指針及び新認定制度の

基準（⼥性の健康上の特性に配慮した休暇・勤務制度、配慮⽅針の策定・周知、相談担当

者の選任等）と⾼い整合性を有しており、企業が改訂指針に沿った実効的な施策を⽴案・

実装する際の標準的参照ツールとして機能する。 

【成果⑤：研究班ホームページの開設による研究成果の社会還元基盤の構築】 

研究班は、本研究の科学的エビデンス及び実装ツール群を国⺠・事業者・産業保健関係

者・医療職へ広く還元するため、研究班ホームページ「事業場における⼥性の健康保持増

進」（https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/closing_the_gender_gap/）を開設・公開し

た。本ホームページは、「⼀般向け（労働者本⼈）」「事業者向け（経営層・⼈事・産業

保健スタッフ）」「医療職向け（産業医・健診担当医等）」の 3 つの利⽤者層別カテゴリ

を設け、研究班作成資材を⼀元的にダウンロード可能とした統合プラットフォームであ

る。主要掲載コンテンツは、（１）厚⽣労働省公表の⼥性健康問診マニュアル 2 冊（事業

者向け・健診機関向け）、（２）⼥性特有の健康課題セルフチェック（⼀般向け）、

（３）事業場における⼥性の健康管理アクションチェックリスト（5領域 41項⽬）及び解
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説本、（４）事業者・管理職向け E ラーニング動画 10 本、（５）⼥性健康アドボケイト養

成プログラム（E ラーニング全 11 章＋Web ロールプレイシミュレーター）、（６）健診

担当医⽤パンフレット（イラストあり／なしの 2 版）、（７）研究班メンバー紹介及び研

究代表者からのメッセージ、（８）新着記事・お知らせ機能、である。本ホームページの

開設により、改訂事業主⾏動計画策定指針（令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏）及び「えるぼしプラ

ス」「プラチナえるぼしプラス」認定への対応を検討する事業者並びに令和 8 年導⼊の健

診追加問診への対応を進める健診機関・産業保健職が、必要な情報・ツール・教材に直接

アクセスできる社会還元基盤を構築した。 

【科学的成果の主要な定量的知⾒】 

3 年間にわたる⼤規模疫学調査により、（１）20〜60 歳の⽇本⼈⼥性労働者 19,451 名

のうち 47.1%に過多⽉経（SAMANTA質問票 3点以上）が認められ、SAMANTA スコアの

上昇とともにプレゼンティーズム有所⾒率⽐が段階的に増加すること（スコア 3：PR 

1.26、スコア 7：PR 1.55）、（２）有職⼥性 24,441 名を対象とした健診時追加質問の妥

当性検証において、「困っている」と回答した 22%（5,271 名）のうち 88%（4,659 名）

が症状確認リーフレット 8 項⽬のいずれかに該当し、過多⽉経で特異度 0.93、⽉経随伴症

状で感度 0.84、更年期症状で特異度 0.90 の妥当性を有すること、（３）⽉経のある⼥性労

働者 3,332 名を対象とした分析的研究で⽉経随伴症状の重症度とプレゼンティーズムの間

に明確な量反応関係が確認され、論⽂（Koh et al., J Occup Environ Med, 2024）として既

に発表されたこと、（４）健康経営優良法⼈の⼥性従業員 4,284 名を対象とした POS（知

覚された組織的⽀援）分析により、相談窓⼝設置・対応体制構築・⽣理休暇取得しやすい

環境整備等の施策の認知が POSと有意な正の関係を⽰すこと、を定量的に明らかにした。 

【結論】3 年間にわたる本研究班の活動は、エビデンス（⽂献レビュー・事業場調査・

⼤規模疫学調査・医学的整理）→実装ツール（アクションチェックリスト・E ラーニング

教材・アドボケイト養成プログラム・健診担当医向けツール）→政策実装（厚⽣労働省公

表マニュアル）→普及啓発活動（産業医研修・全国展開）という 4 段階を 1 つの研究班で

完結させ、研究計画において期待された効果・成果を達成した。また、これら研究成果及

び実装ツール群を国⺠並びに事業者・産業保健関係者がワンストップでアクセスできるよ

う 、 研 究 班 ホ ー ム ペ ー ジ 「 事 業 場 に お け る ⼥ 性 の 健 康 保 持 増 進 」

（https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/closing_the_gender_gap/）を開設した。本ホー

ムページは、「⼀般向け」「事業者向け」「医療職向け」の利⽤者層別に資料を整理して
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公開する構成とし、⼥性健康問診マニュアル、セルフチェック、アクションチェックリス

ト、E ラーニング動画、⼥性健康アドボケイト養成プログラム、健診担当医⽤パンフレッ

ト等の研究班成果物を集約するとともに、新着情報・記事の継続的発信を開始した。本研

究の独⾃性は、業務起因性が必ずしも明確でない⼥性特有の健康課題を産業保健の枠組み

の中で実装可能な形に落とし込み、健診を起点とした「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事業

者」の四者連携モデルを政策実装にまで到達させた点にある。今後は、令和 8 年 4 ⽉施⾏

の改訂事業主⾏動計画策定指針の運⽤及び新たに創設された「えるぼしプラス」「プラチ

ナえるぼしプラス」認定制度の普及を⽀援する形で、本研究班の各成果物を活⽤した普及

啓発活動を全国規模で継続的に展開し、開発したツール群の運⽤実態のフォローアップ・

効果検証・改訂を通じて、⼥性労働者の健康保持増進と就業継続⽀援に資する産業保健活

動の社会実装を加速していく。 
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Ａ．研究⽬的 

１．我が国における⼥性労働者の健

康課題と社会的背景 

持続可能な開発⽬標（SDGs）ではジ

ェンダー平等の実現が掲げられているが、

世界経済フォーラムの 2022 年ジェンダー

ギャップ指数において、我が国は教育・

健康分野では国際的に⾼得点である⼀⽅、

経済参画スコアは 121 位と就労上の不利

益な状況が継続しており、ジェンダーギ

ャップの解消が急務となっている。また、

急速な少⼦⾼齢化を背景に⽣産年齢⼈⼝

の減少が続いており、「⼥性を含めたよ

り多くの国⺠が経済活動に参加する」こ

とが経済安全保障の観点からも要請され

ている。 

2025 年時点で 15〜64 歳⼥性のうち

75%が就業しており、労働⼈⼝の約 46%

を⼥性が占める。こうした中、⽉経困難

症（有症率約 47.8%）・過多⽉経（有病

率 15-30%）・⽉経前症候群／⽉経前不

快気分障害・更年期障害（有症率 52-

63%）といった⼥性特有の健康課題は、

⼥性労働者の⽣活の質を損なうのみなら

ず、プレゼンティーズム（健康問題を抱

えながらの就労による⽣産性低下）、ア

ブセンティーズム、キャリア中断につな

がり得るため、個⼈の問題にとどまらず

職場全体で取り組むべき経営課題である。

経済産業省の試算によれば、⼥性特有の

健康課題による経済損失は年間約 3.4 兆

円にのぼる。 

 

２．政策動向と本研究の位置付け 

近年、⼥性活躍推進と⼥性の健康⽀援

に関する政策動向は急速に進展している。

「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針

2023（⼥性版⾻太の⽅針2023）」（令和

5 年 6 ⽉ 13⽇）、「経済財政運営と改⾰

の基本⽅針 2023（⾻太の⽅針 2023）」

（令和 5 年 6 ⽉ 16 ⽇閣議決定）、続く

「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針

2024（⼥性版⾻太の⽅針2024）」（令和

6 年 6 ⽉ 11 ⽇）において、事業者健診

（労働安全衛⽣法に基づく⼀般定期健康

診断）に係る問診に⽉経困難症、更年期

症状等の⼥性の健康に関連する項⽬を追

加することが盛り込まれた。 

これを受け、厚⽣労働省において「労

働安全衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検

査項⽬等に関する検討会」（座⻑：髙⽥

礼⼦聖マリアンナ医科⼤学予防医学教室

主任教授）が開催され、令和 6 年 11 ⽉ 1

⽇に中間とりまとめが公表された。続い

て令和 7 年 1 ⽉ 17⽇付け労働政策審議会

建議「今後の労働安全衛⽣対策について」

でも同様の⽅針が⽰された。研究代表者
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は当該検討会の構成員（参集者）として

議論を主導した⽴場にあり、研究班の知

⾒を直接政策実装へと反映する機会に恵

まれた。 

さらに、本研究班の研究期間中である

令和 7 年 12 ⽉ 23⽇、⼥性活躍推進法に

基づく事業主⾏動計画策定指針が改訂さ

れ（令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏）、⼥性の健

康⽀援が⼀般事業主⾏動計画の柱の⼀つ

として位置付けられるとともに、職場に

おける⼥性の健康⽀援に取り組む優良企

業を認定する「えるぼしプラス」「プラ

チナえるぼしプラス」認定が創設された。

本研究班の成果は、これらの新しい政策

枠組みの中で、産業保健・労働安全衛⽣

の側からの実装基盤を提供する役割を担

う。 

 

３．本研究に期待される効果・成果 

本研究は、交付申請書において以下の

期待される効果・成果を提⽰し、3 年間

でこれを達成することを⽬標とした。 

・【期待される⾏政的効果】⼥性特有

の健康課題に対する産業保健活動の

標準的指針を提⽰し、厚⽣労働⾏政

（労働安全衛⽣法施⾏規則の改正検

討、定期健康診断問診票の⾒直し、

事業者向け対応マニュアルの整備

等）に資するエビデンスとツールを

提供すること。 

・【期待される学術的効果】我が国に

おける⼥性労働者の⽉経・更年期関

連症状とプレゼンティーズム・アブ

センティーズムとの関連を⼤規模デ

ータで定量的に明らかにし、職場に

おける⽀援策と知覚された組織的⽀

援（POS）との関係性を実証する科

学的エビデンスを国際誌に発信する

こと。 

・【期待される社会的効果】事業者

（特に中⼩企業）が現場で活⽤可能

なアクションチェックリスト、E ラ

ーニング教材、相談体制モデル等を

提供することにより、⼥性労働者の

就業継続⽀援を促進し、⼥性活躍推

進及び労働市場全体の⽣産性向上に

資すること。 

・【期待される現場実装効果】産業

医・産業保健職・健診担当医・管理

職・⼈事担当者・同僚（アドボケイ

ト）といった多層的なステークホル

ダーに対する教育プログラムを整備

し、現場の知識・スキル不⾜を解消

することで、健康課題を抱える⼥性

労働者が安⼼して相談・⽀援を求め

られる職場環境を実現すること。 

これらの期待された効果・成果を 3 年

計画の中でいかに達成したかについて、
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本報告書の C 節（研究結果）及び D 節

（考察）に詳細を記述する。結論として、

本研究班は当初の期待を上回る⽔準で全

ての効果・成果を達成し、特に⾏政検討

会への参集者としての関与、厚⽣労働省

マニュアル（健診機関向け・事業者向け）

の原案作成、研究班作成資材を⽤いた全

国規模での普及啓発活動の開始、改訂事

業主⾏動計画策定指針との整合という 4

つの柱において、研究班の知⾒を⾏政施

策・現場実装にまで結びつけることに成

功した。 

 

Ｂ．研究⽅法 

本研究は 3 年計画（令和 5〜7 年度）

で、以下の 5 つの主研究を企画した。 

・主研究 1：研究統括及び⼥性特有の

事情と就労の配慮の在り⽅について 

・主研究 2：事業場調査 

・主研究 3：⼥性労働者調査 

・主研究 4：⼥性労働者における医学

的問題点の整理及び学会・研究班ら

との連携 

・主研究 5：E ラーニングの作成およ

び事業場アクションチェックリスト

および産業保健活動の確⽴に向けた

提⾔の作成 

3 年間の各年度において、主研究を構

成する分担研究を以下のとおり実施した。 

 

１．令和 5 年度（初年度）：基盤構

築フェーズ 

初年度は、その後 2 年間の研究展開の

基盤を構築するため、主に以下の 5 つの

分担研究を実施した。 

・分担研究 1：更年期症状に対して職

場が取り組むべき⽀援や配慮に関す

る⽂献レビュー（主研究 1・2、原

⽥） 

・分担研究 2：事業場における⼥性の

健康管理に関する質的調査及び質問

紙調査票の作成（主研究 2、⽴⽯・

藤野） 

・分担研究 3：職場における⼥性の健

康保持増進に向けた基礎的疫学調査

（主研究 3、⼤河原・藤野）̶5,626

名の⼥性労働者を対象とした層化サ

ンプリング調査 

・分担研究 4：職場における⼥性の健

康保持増進に向けた⼤企業における

労働者調査（主研究 3、⼩⽥上）̶

健康経営優良法⼈を中⼼とした

24,237名（⼥性 5,005名）対象の予

備調査 

・分担研究 5：産婦⼈科受診のための

セルフチェックツールの開発（主研

究 4、⾦城）̶5疾患群対象、6 症状

分類、18 質問の原案作成 
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２．令和 6 年度（2 年度）：分析・

ツール開発フェーズ 

2 年度⽬は、初年度の調査結果の分析

的研究と、現場実装ツールの原案作成を

進めた。 

・分担研究 1：更年期症状に関する⽂

献スコーピングレビューの体系化

（原⽥）̶PubMed検索 1,128件か

ら 49件選抜、3テーマ分類（職場が

取るべき⽀援策、特に⽀援が必要な

症状、特に⽀援が必要な対象） 

・分担研究 2：事業場における⼥性の

健康管理に関する質的調査（⽴⽯・

藤野）̶複数企業の⼈事・産業保健

担当者へのヒアリング、4側⾯（施

策、阻害要因、促進要因、困難事

項）で整理 

・分担研究 3：⽇本の⼥性労働者にお

ける⽉経随伴症状とプレゼンティー

ズムとの関連（⼤河原・藤野）̶⽉

経のある 3,332名で量反応関係を確

認、論⽂発表（Koh et al., J Occup 

Environ Med 2024） 

・分担研究 4：職場における⼥性の健

康に関する施策と知覚された組織的

⽀援との関係性（⼩⽥上）̶9社

4,284名のマルチレベル分析 

・分担研究 5：健康診断の担当医に向

けた⼥性の健康課題に対する対応ツ

ールの開発（⾦城・松浦）̶4疾患

群対象、4要素構成のツール原案作

成 

・分担研究 6：⼥性の健康管理に関す

る職場の E ラーニングコンテンツ作

成に関する研究（古屋）̶情報サイ

ト調査と専⾨家ヒアリング、コンテ

ンツ作成⽅針の確定 

また、本年度に 5領域 41項⽬の⼥性の

健康管理アクションチェックリスト原案、

症状別職場配慮集（10 症状程度・約 5項

⽬）、更年期障害ケーススタディ（仮想

シナリオ案）の 3 つの実装ツール原案を

作成した。 

 

３．令和 7 年度（最終年度）：実

装・政策反映・普及啓発フェーズ 

最終年度は、これまでの知⾒を統合し

た実装ツールの完成と、⾏政施策への直

接反映、並びに普及啓発活動の開始を中

⼼とした。 

・分担研究 1：⼥性の健康課題につい

ての疫学調査の分析（⼤河原・藤

野・⼤久保）̶n=19,451 の過多⽉

経・プレゼンティーズム関連分析 

・分担研究 2：健診時に案内する⼥性

の健康課題についての質問と症状確
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認に関する分析（⼤河原・藤野・⼤

久保）̶n=24,441 のリーフレット

妥当性検証 

・分担研究 3：健康診断の担当医に向

けた⼥性の健康課題に対する対応ツ

ールの開発②（⾦城）̶健診担当医

向けパンフレット完成 

・分担研究 4：⼥性の健康管理に関す

る職場の E ラーニングコンテンツ作

成（古屋）̶管理職等向け動画 10

本完成 

・分担研究 5：同僚⼥性を⽀援する⼥

性健康アドボケイト養成プログラム

の開発（⽴⽯）̶E ラーニング全 11

章＋Webシミュレーター＋統合ポー

タル完成 

・分担研究 6：産業医を対象としたア

クションチェックリストを⽤いた⼥

性の健康管理研修プログラムの受容

性及び適⽤可能性の検討（⽴⽯）̶

3 会場・181名の産業医研修評価 

・分担研究 7：⼥性特有の健康課題に

係る健診機関及び事業者向け実施マ

ニュアルの作成に関する研究（⽴

⽯）̶厚⽣労働省マニュアル 2冊の

原案作成・公表 

・分担研究 8：事業場における⼥性の

健康管理に関する事業場調査（⽴

⽯・藤野・⼤久保）̶英国規格BS 

30416 を参考とした質問紙を⽤い、

機縁法により 14 府県 203 事業所を

対象に実態調査を実施（2024 年 12

⽉〜2025 年 3 ⽉） 

 

４．⾏政検討会への参集と政策反映

プロセス 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬

等に関する検討会」（令和 6 年度開催、

計 11回）のうち、⼥性特有の健康課題に

関する議論が⾏われた 4 回（第 4 回：令

和 6 年 6 ⽉ 21⽇、第 5回：令和 6 年 7 ⽉

19 ⽇、第 6回：令和 6 年 8⽉ 21⽇、第

8 回：令和 6 年 10 ⽉ 18 ⽇）に参集者と

して関与し、研究班の知⾒を踏まえた助

⾔を⾏った。これら検討会での議論及び

中間とりまとめ（令和 6 年 11 ⽉ 1⽇）・

建議（令和 7 年 1 ⽉ 17⽇）を踏まえ、研

究班が中⼼となって厚⽣労働省マニュア

ルの原案（健診機関向け・事業者向け各

1 冊）を作成し、検討会事務局（厚⽣労

働省労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課）

との計 6回の協議及び検討会構成員 10名

からのフィードバックの専⾨家合意形成

⼿続きによる反映を経て完成させた（令

和 8年 1 ⽉ 19⽇厚⽣労働省より公表）。 

 

５．普及啓発活動の⽅法 

研究班作成資材（5領域 41項⽬アクシ
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ョンチェックリスト、解説本、管理職向

け E ラーニング動画 10 本、⼥性健康アド

ボケイト養成プログラム、健診担当医向

けパンフレット等）を活⽤し、令和 7 年

度に札幌市産業医協議会 2 回（令和 7 年

8⽉、令和 7 年 10 ⽉）及び熊本県（令和

7 年中、医師会研修 1 回）の計 3 会場で

産業医研修を実施した。研修は約 90分で

「講義（45 分）→アクションチェックリ

ストを⽤いたグループ討議（35 分）→年

間衛⽣計画への落とし込み（10 分）」の

3 部構成とし、合計 181 名の産業医から

アンケート（属性・研修評価 4 項⽬・チ

ェックリスト項⽬選択・⾃由記述）を収

集した。 

 

６．既往研究及び関連研究班との連

携 

本研究は、研究代表者らが蓄積してき

た治療と仕事の両⽴⽀援に関する⼀連の

研究（労災疾病研究「両⽴⽀援パスガイ

ドの作成」「復職ガイダンス」、厚⽣労

働科学研究「意⾒書研修（20JA0601）」、

労 災疾病研 究「中⼩企 業 の 両 ⽴ ⽀ 援

（19JA1004）」等）の知⾒を最⼤限に活

⽤した。とくに、症状別配慮集の作成に

おいては意⾒書研修の成果を基盤として

いる。また、厚⽣労働科学研究費・⼥性

の健康の包括的⽀援政策研究事業「性差

にもとづく更年期障害の解明と両⽴⽀援

開発の研究（22FB1001、研究代表者：

徳島⼤学・安井敏之）」とは継続的に連

携を⾏い、整合性のとれた知⾒の発信を

可能とした。 

 

７．倫理的配慮 

本研究のうち⼥性労働者調査（分担研

究 3）については、産業医科⼤学倫理委

員会の承認を受けて実施した（承認番

号：ER23-036、ER25-065）。事業場調

査（分担研究 2）についても、所属機関

の倫理委員会の承認を得たうえで実施し

た。マニュアル作成研究（分担研究 7）

は、公開された検討会資料及び議事録、

並びに研究班の既存分担研究知⾒を基に

⽂書を作成するものであり、新たな個⼈

情報の収集を伴わない。マニュアル本⽂

では、⼥性の健康問診の回答が個⼈情報

として保護されること、健診機関から事

業者への直接提供を⾏わないこと、集計

情報を提供する場合の本⼈意思確認⼿続

きを明記し、個⼈情報保護法及び労働者

の⼼⾝の状態に関する情報の適正な取扱

いのために事業者が講ずべき措置に関す

る指針（平成 30 年公⽰第 1号）の遵守を

⼀貫した⽅針とした。 

 

Ｃ．研究結果 
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3 年間の研究成果を、5 主研究の枠組み

ごとに以下のとおり統合的に報告する。

各分担研究の詳細は、別途作成された 5

本の分担総合研究報告書を参照されたい。 

 

１．主研究 1：研究統括及び⼥性特

有の事情と就労の配慮の在り⽅ 

（１）⽂献レビュー（スコーピングレ

ビュー） 

PubMed を⽤いた検索で 1,128 件の⽂

献を収集し、選抜により 49件を精査した。

研究の種類は横断研究20件、質的研究10

件、RCT 3件、RCT以外の介⼊研究 3件、

コホート研究 3 件、混合研究 3 件、その

他 7 件であった。更年期症状に対して職

場が取り組むべき⽀援や配慮に関する知

⾒を 3 つのテーマに分類した。 

・【職場が取るべき⽀援策】更年期ポ

リシーの策定または健康ポリシーへ

の包含、産業保健体制・メンタルヘ

ルス対策⽀援の強化、Presenteeism

の評価、休みを取りやすい勤務形態

や制度、騒⾳・換気等の作業環境改

善、トイレや更⾐室などのリフレッ

シュ空間の拡充、健康増進プログラ

ム、管理職教育、当事者教育、経験

を共有できるツールや研修、オープ

ンに議論できる雰囲気・組織⾵⼟。 

・【特に⽀援が必要な症状】重度な症

状、症状が多い、ホットフラッシ

ュ、疲労、激しい頭痛、メンタルヘ

ルス不調、神経多様性等。 

・【特に⽀援が必要な対象】⼥性管理

職、燃え尽き症候群リスク、ワーク

ライフバランスが悪い、健康に関す

る⾃⼰評価が低い、仕事への不安・

不満、経済的困窮、作業内容・職

種、交代制勤務、通勤時間、特定の

時期。 

（２）⾏政検討会への参集者としての

関与（令和 6年度） 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬

等に関する検討会」（計 11回）のうち、

⼥性特有の健康課題が議論された第 4

回・第 5回・第 6回・第 8 回の 4回に参

集者として関与し、研究班の知⾒を踏ま

えた助⾔を⾏った。本研究の事業場調査

では、男性上司の理解不⾜や知識不⾜、

セクシュアリティへの配慮過剰によるコ

ミュニケーション困難が利⽤阻害要因と

して⽰され、労働者調査では⽉経随伴症

状や更年期症状の重症度がプレゼンティ

ーズムと強く関連することが定量的に⽰

された。これらの知⾒は、検討会報告書

（令和 6 年 11 ⽉中間とりまとめ）の論点

形成及び令和 7 年 1 ⽉の労働政策審議会
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建議「今後の労働安全衛⽣対策について」

の内容形成に直接的に貢献した。 

（３）厚⽣労働省マニュアル 2冊の作

成と公表（令和 7年度） 

検討会中間とりまとめ及び労働政策審

議会建議を踏まえ、研究班は政策実装研

究（implementation research）の枠組み

に従って 2 冊のマニュアル原案を作成し

た。 

「⼥性特有の健康課題に関する問診に

係る健診機関実施マニュアル〜健診機関

向け〜」（全 25⾴）の構成： 

・マニュアルのねらい、基本情報（4

疾患群：⽉経困難症、過多⽉経症、

⽉経前症候群（PMS／PMDD）、更

年期障害） 

・対応⽅法（全体像・基本的考え⽅・

実施体制・当⽇の流れ・受診者への

情報提供・受診勧奨・事業者への相

談に係る助⾔） 

・Q&A（受診者向け及び健診機関スタ

ッフ向け計 15問） 

・巻末資料（受診者に⼿交するリーフ

レット例（症状チェックリスト 8 項

⽬）、参考になる⽀援機関等の⼀

覧） 

「⼥性特有の健康課題に関する問診を

活⽤した⼥性の健康管理⽀援実施マニュ

アル〜事業者向け〜」（全 21 ⾴）の構

成： 

・マニュアルのねらい、基本情報（4

疾患群の概要） 

・基本的な考え⽅（共通フローチャー

ト、留意事項：健康課題への正しい

理解、労働安全衛⽣上の位置付け、

⾃発的な健康管理の促進、個⼈情報

の保護） 

・⽅針決定から相談体制の整備まで

（基本⽅針表明、衛⽣委員会等での

労使話し合い、管理職・全従業員研

修、相談体制の整備、⽀援制度の整

備） 

・専⾨医を受診した労働者からの相談

対応（3段階：相談・申出、業務上

の⽀障と配慮の検討、⽀援の実施と

フォローアップ） 

・職場環境の改善（健診機関との連

携・集計情報の活⽤、職場改善、症

状群別配慮選択肢） 

・Q&A（計 8 問）、参考資料（労働

者・事業者が利⽤できる⽀援制度・

⽀援機関・⽀援サイトの⼀覧） 

両マニュアルは令和 8 年（2026 年）1

⽉ 19 ⽇付で厚⽣労働省より公表された

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage

_36255.html）。本マニュアルは「健診

機関‐労働者‐専⾨医‐事業者」の四者

連携モデルを政策実装の枠組みとして提

⽰し、業務起因性が必ずしも明確でない
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⼥性特有の健康課題を労働安全衛⽣のス

キームで取り扱う新しい枠組みを構築し

た。 

 

２．主研究 2：事業場調査 

複数企業の⼈事・産業保健担当者を対

象とした半構造化インタビューを実施し、

その内容を施策・阻害要因・促進要因・

困難事項の 4側⾯で整理した。 

・【施策】⽣理休暇（運⽤に差、有休

で代替も）、啓発活動（E ラーニン

グ、セミナー）、相談窓⼝（⼥性産

業医による窓⼝の⽀援姿勢効果）、

休憩スペース、その他配慮（⽣理⽤

品常備、時間単位年休等）。 

・【阻害要因】男性上司の理解不⾜・

コミュニケーション困難（知識不

⾜、セクハラ懸念）、制度認知度不

⾜・利⽤への⼼理的抵抗、業務特性

や⼈員不⾜による制約、⽣理休暇無

給等の経済的負担、健康情報のプラ

イバシーと収集困難、既存の私傷病

扱いや評価との整合性。 

・【促進要因】DEI推進・⼥性活躍へ

の意識向上、経営層・⼈事の理解と

協⼒、個別状況への配慮（相談窓

⼝、在宅、介護等柔軟対応）、外部

情報・他社事例からの刺激、啓発活

動による知識向上、有休制度のセー

フティネット機能、プレゼンティー

ズム改善への着⽬。 

・【困難事項】⼥性特有不調に特化し

た休暇や⼿厚い配慮の制度化（公平

性・⼈員懸念）、健康診断での詳細

問診と事後措置の義務化（プライバ

シー、効果疑問）、製造現場等の作

業⼯程・⼈員配置の抜本的⾒直し

（コスト、効率）、男性向け詳細教

育の義務化（デリケートさ、価値観

介⼊の限界）。 

また、これらの知⾒をもとに、その後

の⼥性労働者調査における質問項⽬を確

定させた。本知⾒は、⾏政検討会におけ

る助⾔の主要根拠の⼀つとなり、また厚

⽣労働省マニュアル（特に事業者向けマ

ニュアルの「⽅針決定から相談体制の整

備まで」「相談対応」「職場環境の改善」

の各章）の論拠としても活⽤された。 

令和 7年度：14府県 203 事業所を対象

とした事業場調査 

上記ヒアリング調査の結果及び開発し

た質問紙を踏まえ、令和 7 年度には英国

規 格 協 会 （ BSI ） BS 30416

「Menstruation, menstrual health and 

menopause in the workplace」を参考と

した事業場向け質問紙を作成し、機縁法

を⽤いて健康診断機関の協⼒のもと、14

府県 203 事業所を対象とした紙⾯個別記
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⼊式の事業場調査を実施した（調査期

間：2024 年 12 ⽉〜2025 年 3 ⽉）。調査

項⽬は、相談・教育体制、服装・制服、

体温管理、更⾐・休憩のための施設・設

備、⽣理⽤品の準備状況等の多⾯的な実

態把握を⽬的とした。 

・【調査対象の概要】事業所規模は

100〜999⼈が 52.2%、10〜99⼈が

36.0%、1,000 ⼈以上が 9.9%、10 ⼈

未満が 2.0%と中⼩規模事業所が中

⼼。⼥性従業員の職務内容はデスク

ワークが 52.2%と最多。健康経営に

取り組んでいると回答した事業所は

46.3%、制服を採⽤している事業所

は 68.0%。 

・【相談・教育体制】健康全般に関す

る相談窓⼝を設置している事業所は

70.9%と整備が進む⼀⽅、⼥性労働

者向けの⼥性の健康に関する教育を

実施している事業所は 39.4%、男性

労働者向けは 24.6%、管理職向けは

17.7%にとどまり、特に管理職教育

の遅れが顕著。⼥性の健康を話し合

う会議や委員会を設置している事業

所も 19.7%と低⽔準。 

・【服装・制服】制服を採⽤している

事業所のうち、ゆったりとして通気

性・伸縮性のある制服の採⽤は

75.4%、寒暖差に応じた調整（カー

ディガン・ブランケット使⽤許可

等）は 89.9%、季節に応じた制服の

種類の準備は 79.7%と体温調整⾯の

配慮は進む⼀⽅、汗や経⾎が⽬⽴た

ない素材・⾊調への配慮は 58.0%、

汚損時に備えた予備の制服の準備は

62.3%にとどまり、突発的な体調変

化への対応に課題。 

・【施設・設備】⼥性専⽤の更⾐室を

設置している事業所は 84.2%と⾼⽔

準であった⼀⽅、⼥性専⽤の休憩で

きる場所を設置している事業所は

45.8%にとどまった。⼥性労働者数

の規模を問わず（10 ⼈未満 42%、

10〜100 ⼈未満 48%、100 ⼈以上

44%）、⼥性専⽤休憩スペースの整

備が遅れている実態が明らかとなっ

た。 

・【⽣理⽤品】⽣理⽤品を社内の売店

等で購⼊できる事業所は 12.8%、社

内で備蓄している事業所は 17.7%に

とどまり、⽉経に伴う突発的な状況

への⽀援は⼗分ではない実態が明ら

かとなった。 

これらの結果は、事業場における⼥性

の健康管理について、相談窓⼝や⼥性専

⽤更⾐室等の基本的設備の整備は概ね進

む⼀⽅で、教育体制（特に管理職教育）、

⼥性専⽤休憩スペース、予備の制服、⽣

理⽤品の備蓄等、国際的基準（BS 30416

等）と⽐較しても包括的⽀援に課題が残
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ることを定量的に⽰している。本知⾒は、

本研究班開発の 5領域 41項⽬アクション

チェックリストにおける優先施策設定の

根拠の⼀つとなるとともに、厚⽣労働省

事業者向けマニュアルの「職場環境の改

善」章の論拠としても活⽤された。なお、

本研究成果は第 35回産業衛⽣学会全国協

議会において学会発表した。 

 

３．主研究 3：⼥性労働者調査 

（１）令和 5年度：基礎的疫学調査

（5,626 名解析） 

インターネット調査会社のパネルモニ

ターを⽤い、就業中の 18〜69歳の⼥性労

働者を対象とした層化サンプリング調査

を実施した。基本属性・家族構成・仕事

の状況・作業内容と頻度・職業性ストレ

ス簡易調 査票（BJSQ） ・ 健 康状態 ・

WFun・K6・MDQ に基づく⽉経随伴症

状・医療機関受診状況・雇⽤への影響等

を評価した。 

・⽉経のある 3,332名のうち 36.4%が

⽉経困難症や⽉経前症候群を経験。 

・プレゼンティーズム（5⽇以上）

9.8%、WFun 21点以上の労働機能障

害 16%、K6 13点以上の重度ストレ

ス 14%。 

・「⽀援や配慮が必要だが受けられて

いない」と回答：介護との両⽴、こ

ころの健康、不妊治療がそれぞれ 3

割強で最多。 

・⽉経関連の医療機関受診（過去含

む）24%、定期受診 10%。更年期関

連（40歳以上）受診 12%、定期受診

4%にとどまる。 

（２）令和 6年度：⽉経随伴症状とプ

レゼンティーズムの分析的研究（3,332

名） 

⽉経のある⼥性労働者を対象とした分

析で、6 項⽬の⽉経随伴症状すべてにお

いて、症状の重症度とプレゼンティーズ

ム（WFun ≥21）との間に明確な量反応

関係が確認された（年齢調整解析・多変

量解析のいずれも p for trend < 0.001）。

例：集中⼒・判断⼒・注意⼒低下が「と

てもひどい」群では多変量調整済 PR 

2.95（95%CI: 2.12-4.11）。重度症状群

におけるプレゼンティーズム発⽣率は

36%で、⽇本⼈労働者全体平均（約 20%）

を⼤きく上回った。本研究成果は Journal 

of Occupational and Environmental 

Medicine に 発 表 さ れ た （ Koh S, 

Okawara M, Hirashima K, Kuwazuru T, 

Yamashita S, Ohkubo N, Tateishi S, 

Fujino Y. Association of Menstrual-

related Symptoms and Presenteeism: A 

Cross-sectional Study of Working 

Women in Japan. doi: 
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10.1097/JOM.0000000000003340）。 

（３）令和 7年度：過多⽉経・健診時

追加質問の検証研究 

【過多⽉経分析（n=19,451）】20〜60

歳の⽇本 ⼈ ⼥ 性 労 働 者 を 対 象 に 、

SAMANTA 質問票（⽇本語版）を⽤いて

過多⽉経（HMB）とプレゼンティーズム

（WFun ≥21）との関連を評価した。

47.1%にHMBが認められ、SAMANTA ス

コアの上昇とともにプレゼンティーズム

有所⾒率⽐が段階的に増加した（スコア

3：PR 1.26、95%CI 1.18-1.34；スコア

7：PR 1.55、95%CI 1.44-1.67）。本知⾒

は、HMBが⼥性労働者の⽣産性に与える

影響を国内⼤規模データで定量的に⽰し

た初の報告であり、職場介⼊の必要性に

関する強固な根拠となる。 

【健診時追加質問・リーフレット妥当

性検証（n=24,441）】2025 年 12 ⽉実施

の有職⼥性 27,480 名（除外後解析対象

24,441 名）対象のウェブ匿名横断調査に

より、令和 8 年導⼊の健診追加質問及び

リーフレット症状確認票（8 項⽬）の妥

当性を検証した。「困っている」と回答

した 5,271 名（22%）のうち 4,659 名

（88%）がリーフレット 8 項⽬のいずれ

かに該当した。リーフレット項⽬の感

度・特異度は、過多⽉経（SAMANTA 3

点以上）：感度 0.53・特異度 0.93、⽉経

随伴症状：感度 0.84・特異度 0.64、更年

期症状（MRS中等度以上）：感度 0.46・

特異度 0.90 であり、健診の場における簡

便なスクリーニングとして有⽤性が確認

された。 

（４）⼤企業労働者調査 

【令和 5 年度：予備調査（24,237 名、

⼥性 5,005 名）】健康経営優良法⼈を中

⼼とした⼤企業の労働者を対象に、K6・

ワー ク ・エンゲイジメン ト （UWES-

3）・知覚された組織的⽀援（POS）・

WFun を評価。年代別 POS 分析では、男

性の POSは年代によって⼤きく変化しな

いが、⼥性の POSは年代が増す毎に低下

し、40 代以降は男性より低い傾向を⽰し

た。 

【令和 6 年度：POS分析（4,284名、9

社）】マルチレベル分析（線形混合効果

モデル）により、⼥性の健康関連施策の

うち以下の施策の認知が POSスコアと有

意な正の関係を⽰した。 

・従業員や保健師等による⼥性の健康

専⾨の相談窓⼝の設置（係数 0.15、

p<0.001） 

・⼥性特有の健康関連課題に対応可能

な体制の構築（係数 0.22、

p<0.001） 
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・妊婦健診等の⺟性健康管理のための

サポートの周知徹底（係数 0.17、

p<0.001） 

・⽣理休暇を取得しやすい環境の整備

（係数 0.23、p<0.001） 

・婦⼈科健診・検診の受診に対する就

業時間認定や有給特別休暇付与（係

数 0.11、p=0.01） 

これらは、職場が単に施策を整備する

だけでなく、それを従業員に認知させ・

利⽤しやすい環境とすることが、組織へ

の信頼感や安⼼感の醸成につながること

を⽰唆する。 

 

４．主研究 4：⼥性労働者における

医学的問題点の整理及び連携 

3 年間にわたり、就労世代⼥性の健康

課題に対応する医学的⽀援ツール群を段

階的に開発した。 

・【令和 5 年度】産婦⼈科受診のため

のセルフチェックツール原案（労働

者本⼈向け、5疾患群対象、6 症状

分類、計 18 質問）。臨床産婦⼈科

医 9 名へのインタビューに基づき、

⾮医療職が⽤いることを想定して平

易な⾔葉で構成。 

・【令和 6 年度】健診担当医向け対応

ツール原案（4疾患群：⽉経困難

症・過多⽉経症・⽉経前症候群・更

年期障害）。産婦⼈科医 2名・健診

医 4名へのインタビューに基づき、

4要素構成（症状確認の問診、想定

疾患群の提⽰、対処・治療⽅法の概

略、相談窓⼝情報）で開発。 

・【令和 7 年度】健診担当医向け事前

学習パンフレット完成。「⼥性特有

の健康課題を健康診断で扱う背景」

「健診担当医の役割」「⼥性特有の

健康課題とは？」「対応時の注意

点」の 4項⽬構成。⽉経周期とホル

モン分泌の図、年齢によるエストロ

ゲン・プロゲステロン変動の図、症

状から想定される病態のフローチャ

ートを盛り込んだ。健診担当医の役

割を「診断や紹介状発⾏」ではなく

「気づきの促進と医療機関へのアク

セス⽀援」と明確化することで、産

婦⼈科を専⾨としない医師の現場負

担を軽減した。 

これらのツールは、令和 8年（2026 年）

から導⼊される⼀般健康診断問診票への

⼥性の健康課題に関する質問追加と直接

連動する形で整備されており、健診を起

点とした⼥性労働者の早期気づき・受診

勧奨・職域連携モデルの基盤となる。 

また、関連研究班との連携として、厚

⽣労働科学研究費・⼥性の健康の包括的

⽀援政策研究事業「性差にもとづく更年

期 障 害 の解明 と 両 ⽴ ⽀ 援開発の 研 究
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（22FB1001、研究代表者：徳島⼤学・

安井敏之）」と継続的に情報共有を⾏い、

整合性のとれた知⾒の発信を可能とした。 

 

５．主研究 5：E ラーニング・アク

ションチェックリスト・提⾔の作成 

（１）⼥性の健康管理アクションチェ

ックリスト（5領域 41項⽬） 

英国規格協会（BSI）のガイドライン

PAS 6553、国際的なスコーピングレビュ

ー、及び国内のエキスパートオピニオン

を基盤として、5領域 41項⽬の⼥性の健

康管理アクションチェックリストを開発

した。5 領域の内訳は、（１）組織⽂

化・啓発（8 項⽬）、（２）⽅針・制度

（15 項⽬）、（３）相談・⽀援体制（4

項⽬）、（４）職場環境整備・物理的調

整（8 項⽬）、（５）働き⽅・柔軟性（6

項⽬）である。本チェックリストは、産

業医が安全衛⽣委員会で「何を、どの順

で提案するか」を⽀援する具体的ツール

として機能する。 

（２）管理職向け Eラーニング動画 10

本 

管理職・⼈事労務担当者・産業保健ス

タッフを対象とした研修コンテンツとし

て、1 本 5分程度の E ラーニング動画 10

本を作成した。9 項⽬（①なぜ事業場で

⼥性の健康管理を⾏うのか？、②⼥性健

康課題に関する医学的な基礎知識、③健

康課題が業務パフォーマンスに与える影

響、④関連する法令と企業の安全配慮義

務、⑤利⽤可能な会社制度や相談窓⼝に

関する情報、⑥相談体制の整備、⑦事業

場内の連携、⑧医療機関との連携、⑨⾃

企業の現状の把握のススメ）について、

興味のない労働者にも視聴してもらえる

よう短時間化を徹底した。 

（３）⼥性健康アドボケイト養成プロ

グラム 

これまでの調査で「同僚⼥性に対する

相談のしやすさ・解決のしやすさは、専

⾨医・産業医・産業保健師による⽀援よ

りも⾼い」との知⾒を踏まえ、同僚⼥性

を「⼥性健康アドボケイト」として位置

付け養成する⾰新的プログラムを開発し

た。 

・E ラーニング教材：Chapter 0「な

ぜ、今必要なのか」から Chapter 10

「繋ぎ先と最初の⼀歩」までの全 11

章。各章は約 5分程度、講座全体で

1時間程度。アドボケイトの役割を

「傾聴」と「情報提供」に明確に限

定し、診断や抱え込みを避けて専⾨

職へ確実につなぐことを徹底。無意

識の偏⾒への気づきを促す内容を含

む。 
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・ロールプレイWebシミュレータ

ー：相談場⾯を模した対話シナリオ

の中で、傾聴・情報提供・専⾨職へ

のつなぎといったアドボケイトの⾏

動を選択し、⾃⾝の対応の適切性に

ついてフィードバックを得られる仕

組み。 

・YouTube プレイリスト公開：

https://youtube.com/playlist?list=

PL9kRdyPoJLJmv5-7H_ai-

OWUcpvQbW97n 

・シミュレーター公開 URL：

https://manopause-adobocate-

sim-v2.netlify.app/ 

・統合ポータル：研究班運営の⼥性健

康管理ホームページ内にアドボケイ

トトレーニング専⽤ページを設置。 

（４）症状別配慮集・更年期障害ケー

ススタディ 

令和 6 年度に、両⽴⽀援カードを参考

に、⼥性の健康問題に関する職場での具

体的配慮内容を症状別（更年期症状、

PMS、⽉経困難症等 10 症状）に整理し

た症状別配慮集（各症状について約 5 項

⽬）を作成した。例：ホットフラッシュ

への対応として服装⾃由化や空調の柔軟

運⽤、集中困難への対応として業務の分

割・在宅勤務の許容など。本配慮集のベ

ースは厚⽣労働科学研究「意⾒書研修

（20JA0601）」の成果である。さらに、

更年期症状を抱えた⼥性が産業保健職や

上司と連携して就業継続を実現した⽀援

プロセスを再構成した仮想シナリオ（更

年期障害ケーススタディ）も作成した。 

（５）産業医研修プログラムの開発と

評価 

5領域 41項⽬アクションチェックリス

トを⽤いた産業医向け研修プログラム

（約 90分、講義＋グループ討議＋年間衛

⽣計画への落とし込みの 3 部構成）を開

発し、令和7年度に札幌市産業医協議会2

回・熊本県医師会研修 1 回の計 3 会場で

実施した。合計 181 名の産業医からアン

ケート回答を得た。 

研修評価では、わかりやすさ 88.0%、

推進⽅ 法 の 理解 97.0% 、 実 践可能性

90.3%、推進意欲 92.7%といずれも⾼い

肯定的評価が得られた。アクションチェ

ックリストの選択率上位項⽬（多様性の

尊重 49.4%、休憩環境の整備 49.4%、⼥

性の健康専⾨の相談窓⼝の設置 48.9%）

は 3 会場で類似した構成を⽰し、本ツー

ルが地域・対象を超えて⼀定の適⽤可能

性を有することが予備的に⽀持された。

参加者は医師歴中央値 33 年・産業医歴中

央値 8 年と嘱託産業医を多く含む集団で

あった可能性が⾼く、嘱託産業医を経由

した中⼩規模事業場への普及戦略の有効
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性を⽀持する所⾒が得られた。 

（６）研究班ホームページの開設と統

合プラットフォームの構築 

本研究班で開発した実装ツール群（厚

⽣労働省マニュアル 2冊、5領域 41項⽬

アクションチェックリスト及び解説本、

管理職等向け E ラーニング動画 10 本、⼥

性健康アドボケイト養成プログラム（E

ラーニング全 11 章＋Web ロールプレイ

シミュレーター）、健診担当医⽤パンフ

レット、⼥性特有の健康課題セルフチェ

ック等）を、利⽤者がワンストップでア

クセス・ダウンロードできる統合プラッ

トフォームとして、研究班ホームページ

「事業場における⼥性の健康保持増進」

（ URL ：

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/clo

sing_the_gender_gap/）を開設・公開し

た。サイト構成は、トップページに研究

班からのメッセージ及び主要コンテンツ

への導線を配置し、資料セクションを

「⼀般向け」「事業者向け」「医療職向

け」の 3 つの利⽤者層別カテゴリに整理

した。さらに、新着情報・記事機能によ

り、研究成果の更新・追加・関連政策動

向（改訂事業主⾏動計画策定指針、「え

るぼしプラス」認定、令和 8 年導⼊の健

診追加問診等）を継続的に発信する運⽤

基盤を構築した。本ホームページの開設

は、研究班作成資材の社会還元・普及啓

発の中核チャネルとして機能し、産業医

研修等のオフライン普及啓発活動と相補

的にカバレッジを拡⼤する役割を担う。

本ホームページの運⽤は研究期間終了後

も継続し、運⽤実態（アクセス数、ダウ

ンロード数、利⽤者層）のモニタリング

を通じて、令和 8 年度以降の全国規模で

の普及戦略の基盤となる。 

 

Ｄ．考察 

１．交付申請書記載の期待される効

果・成果の達成度評価 

本研究班は、3 年間にわたる活動を通

じ、交付申請書に記載した期待される効

果・成果を達成した。以下、4 つの観点

から達成度を整理する。 

（１）期待される⾏政的効果の達成 

当初、本研究は「⼥性特有の健康課題

に対する産業保健活動の標準的指針を提

⽰する」ことを期待される⾏政的効果と

して掲げた。実際には、これを⼤きく超

える成果として、以下を達成した。 

・研究代表者が厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査

項⽬等に関する検討会」の参集者と

して、⼥性特有の健康課題が議論さ

れた 4回（第 4〜6回、第 8回）に
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関与し、研究班の知⾒をもとに具体

的助⾔を⾏ったこと。 

・検討会報告書（令和 6 年 11 ⽉中間

とりまとめ）及び令和 7 年 1 ⽉の労

働政策審議会建議の内容形成に直接

的かつ実質的に貢献したこと。 

・検討会及び建議を受けて研究班が作

成した「健診機関向け実施マニュア

ル」（全 25⾴）及び「事業者向け

実施マニュアル」（全 21⾴）が、

令和 8年 1 ⽉ 19 ⽇付で厚⽣労働省

より公表されたこと。 

・両マニュアルが「健診機関‐労働者

‐専⾨医‐事業者」の四者連携モデ

ルを政策実装の枠組みとして提⽰

し、業務起因性が必ずしも明確でな

い⼥性特有の健康課題を労働安全衛

⽣のスキームで取り扱う新しい枠組

みを構築したこと。 

これらは、研究班の知⾒が「指針」レ

ベルにとどまらず、厚⽣労働省が公表す

る具体的な実施マニュアルとして政策実

装にまで到達したことを意味し、当初の

期待を⼤きく上回る達成である。 

（２）期待される学術的効果の達成 

当初、本研究は「我が国における⼥性

労働者の⽉経・更年期関連症状とプレゼ

ンティーズム・アブセンティーズムとの

関連を⼤規模データで定量的に明らかに

する」ことを学術的効果として掲げた。3

年間で以下の知⾒を得た。 

・⽉経のある⼥性労働者 3,332名にお

ける⽉経随伴症状とプレゼンティー

ズムの量反応関係の確認（Koh et 

al., J Occup Environ Med 2024 とし

て発表）。 

・20〜60歳の⽇本⼈⼥性労働者

19,451名における過多⽉経有病率

47.1%、SAMANTA スコアとプレゼ

ンティーズム有所⾒率⽐の段階的関

係（スコア 3：PR 1.26、スコア 7：

PR 1.55）の解明。 

・有職⼥性 24,441名を対象とした健

診時追加質問・リーフレット症状確

認票の妥当性検証。 

・健康経営優良法⼈の⼥性従業員

4,284名を対象とした⼥性健康関連

施策と POSとの関係性のマルチレベ

ル分析。 

これらは、⼥性労働者の健康課題と就

業パフォーマンスの関連に関する我が国

最⼤規模のエビデンスであり、引き続き

国際誌への論⽂発表を進めていく予定で

ある。 

（３）期待される社会的効果の達成 

当初、本研究は「事業者が現場で活⽤

可能なアクションチェックリスト、E ラ

ーニング教材、相談体制モデル等を提供
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すること」を社会的効果として掲げた。3

年間で以下を達成した。 

・5領域 41項⽬のアクションチェック

リスト及び解説本（全項⽬に詳細解

説・実装ヒント・エビデンスを付

記）の完成。 

・管理職・⼈事・産業保健スタッフ向

け E ラーニング動画 10 本（各 5分

程度）の完成・公開。 

・⼥性健康アドボケイト養成プログラ

ム（E ラーニング全 11章＋ロールプ

レイWebシミュレーター＋統合ポ

ータル）の完成・公開。 

・健診担当医向け対応ツール（パンフ

レット）の完成。 

・症状別職場配慮集（10 症状程度）及

び更年期障害ケーススタディの作

成。 

・これらの資材を活⽤した産業医研修

の 3 会場・181名規模での実施と⾼

い肯定的評価（理解度 97%、推進意

欲 93%）の獲得。 

特筆すべきは、研究期間中に普及啓発

活動を開始し、現場のニーズに即した形

で資材の有⽤性を確認できたことである。

これは、当初の期待であった「ツールの

提供」を超えて、「ツールの提供＋実装

＋評価」までを研究期間内に達成したこ

とを意味する。 

（４）期待される現場実装効果の達成 

当初、本研究は「産業医・産業保健

職・健診担当医・管理職・⼈事担当者・

同僚（アドボケイト）といった多層的な

ステークホルダーに対する教育プログラ

ムを整備する」ことを現場実装効果とし

て掲げた。3 年間で以下を達成した。 

・産業医向け：5領域 41項⽬アクショ

ンチェックリスト＋研修プログラム

（90分、3部構成） 

・健診担当医向け：4疾患群対応ツー

ル＋事前学習パンフレット 

・管理職・⼈事向け：E ラーニング動

画 10 本（5分×10） 

・同僚（アドボケイト）向け：E ラー

ニング全 11章＋ロールプレイWeb

シミュレーター 

・労働者本⼈向け：セルフチェックツ

ール（5疾患群対象、18 質問） 

・事業者向け：厚⽣労働省マニュアル

（全 21⾴） 

・健診機関向け：厚⽣労働省マニュア

ル（全 25⾴） 

当初想定された全ての対象者層につい

て教育プログラムを整備するとともに、

「同僚（アドボケイト）」という新たな

役割を発掘し、養成プログラムを開発し

た点は、研究計画当初には明⽰されてい

なかった⾰新的成果である。 
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これらの情報を、広く国⺠・事業者・

産業保健関係者が容易にアクセスできる

ことが重要である。このことを踏まえ、

研究班ホームページ「事業場における⼥

性の健康保持増進」を開設し、ワンスト

ップでのアクセスが可能な統合プラット

フォームを構築した。本ホームページは、

「⼀般向け（労働者本⼈）」「事業者向

け（経営層・⼈事・産業保健スタッフ）」

「医療職向け（産業医・健診担当医等）」

の 3 つの利⽤者層別カテゴリで研究班作

成資材を体系的に整理・公開する構成と

し、⼥性健康問診マニュアル 2 冊（事業

者向け・健診機関向け）、⼥性特有の健

康課題セルフチェック、5領域 41項⽬ア

クションチェックリスト、事業者・管理

職向け E ラーニング動画 10 本、⼥性健康

アドボケイト養成プログラム（E ラーニ

ング全 11 章＋Web ロールプレイシミュ

レーター）、健診担当医⽤パンフレット

等を⼀元提供する。さらに、新着情報・

記事機能を通じて、研究成果の追加・関

連政策動向（改訂事業主⾏動計画策定指

針、「えるぼしプラス」認定、令和 8 年

導⼊の健診追加問診等）を継続的に発信

する運⽤基盤とし、研究期間終了後も⻑

期的に研究成果を社会へ還元する仕組み

を 整 備 し た 。 URL ：

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/clo

sing_the_gender_gap/ 

 

２．本研究の独⾃性と政策実装モデ

ルとしての意義 

本研究の独⾃性は、以下の 3 点に集約

される。 

第⼀に、業務起因性が必ずしも明確で

ない⼥性特有の健康課題を、産業保健の

枠組みの中で実装可能な形に落とし込ん

だ点である。従来、職場における健康課

題への対応は、業務起因性が明らかな疾

患（職業病）と、業務との関連が乏しい

⼀般的な疾病（私傷病）の⼆分法で整理

されてきた。しかし、⼥性特有の健康課

題は、業務起因性が明確でない⼀⽅で就

業上の⽀障は確実に存在し、この⼆分法

に収まらない領域である。本研究は、業

務起因性の有無に関わらず就業上の⽀障

への対応は産業保健の重要な役割である

との⽴場に⽴ち、本⼈の⾃発的な健康管

理を中核としつつ、専⾨医の診断書を介

在させることで個⼈情報保護と職場配慮

を両⽴させた。これは「治療と就業の両

⽴⽀援指針」の枠組みを応⽤しつつ、健

診機関を起点とした気づきの仕組みを組

み合わせた新しいモデルである。 

第⼆に、エビデンス（分担研究 1〜4）

→実装ツール（分担研究 5）→政策実装

（厚⽣労働省公表マニュアル）→普及啓

発活動（産業医研修）という 4 段階を 1
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つの研究班で完結させた点である。これ

は、厚⽣労働科学研究費補助⾦による研

究としての社会的意義を最⼤化する成果

モデルであり、今後の他研究領域におけ

る政策実装研究の参考となりうる。 

第三に、国際的にも先進的な政策実装

モデルを提⽰した点である。国際的には、

英国の更年期ポリシー、英国規格協会

PAS 6553、⼀部の⾃治体・企業の取組は

あるが、健診を起点とした全国的な実装

スキームは類例が少なく、本研究班が提

⽰した「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事

業者」の四者連携モデルは国際的にも先

進的である。今後、本モデルを国際誌に

発表することで、⽇本発の⼥性労働者の

健康⽀援モデルとして世界に情報発信し

ていく予定である。 

 

３．関連研究及び関連研究班との連

携の成果 

本研究は、研究代表者らが蓄積してき

た治療と仕事の両⽴⽀援に関する⼀連の

研究（労災疾病研究「両⽴⽀援パスガイ

ドの作成」「復職ガイダンス」、厚⽣労

働科学研究「意⾒書研修（20JA0601）」、

労 災疾病研 究「中⼩企 業 の 両 ⽴ ⽀ 援

（19JA1004）」等）の知⾒を最⼤限に活

⽤した。とくに、症状別配慮集の作成及

び事業者向けマニュアルの「専⾨医を受

診した労働者からの相談対応」章の構成

においては、意⾒書研修の成果を直接基

盤としている。 

また、厚⽣労働科学研究費・⼥性の健

康の包括的⽀援政策研究事業「性差にも

とづく更年期障害の解明と両⽴⽀援開発

の研究（22FB1001、研究代表者：徳島

⼤学・安井敏之）」とは継続的に連携を

⾏い、整合性のとれた知⾒の発信を可能

とした。安井班は更年期障害の医学的解

明と両⽴⽀援の開発を担当しており、本

研究班は産業保健の視座から健診を起点

とした実装を担うという相補的な役割分

担のもと、両班の成果が重複や⽭盾なく

社会に届く形を実現した。 

さらに、健康経営の専⾨家を研究班に

含めることにより、⼥性健康管理を企業

の投資⾏動・経営課題として位置付ける

視座が強化された。労働者調査では、⼥

性の健康関連施策の認知が POSと正の相

関を⽰すことが明らかとなっており、⼥

性健康⽀援策が単なる福利厚⽣にとどま

らず、組織エンゲージメントや⽣産性向

上に寄与する戦略的要素であることが⽰

唆された。これは、健康経営優良法⼈認

定や⼥性活躍推進法に基づく企業評価と

も親和性が⾼く、政策と企業実践をつな

ぐ橋渡し的成果である。 
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４．改訂事業主⾏動計画策定指針

（令和 8 年 4 ⽉施⾏）等との整合 

本研究班の研究期間中である令和 7 年

12 ⽉ 23 ⽇、⼥性の職業⽣活における活

躍の推進に関する法律（⼥性活躍推進法）

に基づく事業主⾏動計画策定指針及び関

係省令が改正され、令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇か

ら施⾏された（令和 7 年内閣官房・内閣

府・総務省・厚⽣労働省告⽰第 1 号及び

令和 7 年厚⽣労働省令第 125 号）。改訂

の中⼼的内容は以下の 3点である。 

・⼥性の健康⽀援を⼀般事業主⾏動計

画の柱の⼀つとして明確に位置付け

たこと。 

・職場における⼥性の健康⽀援に取り

組む優良企業を認定する「えるぼし

プラス」（1〜3段階）及び「プラチ

ナえるぼしプラス」認定を創設した

こと。 

・これらの認定の共通基準として、

（１）⼥性の健康上の特性に配慮し

た休暇制度・柔軟な勤務制度の整

備、（２）⼥性の健康上の特性への

配慮に関する⽅針の策定・周知、

（３）相談担当者の選任・周知等を

求めたこと。 

本研究班の主要成果は、これらの改訂

指針及び新認定制度の要件と⾼い整合性

をもつ。具体的には： 

・本研究班が原案作成を担った厚⽣労

働省マニュアル（健診機関向け・事

業者向け、令和 8年 1 ⽉ 19 ⽇公

表）は、認定基準の中核である「⼥

性の健康上の特性への配慮に関する

⽅針の策定・周知」に係る具体的な

実装⼿順を⽰すものであり、改訂指

針施⾏と整合した実装ガイドとして

機能する。 

・本研究班開発の 5領域 41項⽬アク

ションチェックリスト及びその解説

本は、認定基準①（休暇・勤務制

度）、②（⽅針策定）、③（相談担

当者選任）のいずれにも対応する具

体的施策を網羅しており、事業主が

改訂指針に沿った⾏動計画を策定す

るための実⽤的選択肢を提供する。 

・本研究班が開発した⼥性健康アドボ

ケイト養成プログラム（E ラーニン

グ全 11章＋ロールプレイWebシミ

ュレーター）は、認定基準③が要請

する「相談担当者を選任し、労働者

からの⼥性の健康上の特性に関する

相談に応じさせる措置」の実装を⽀

援する標準的⼈材育成ツールとして

位置付けられる。 

また、改訂指針及び⼥性活躍推進法の

延⻑（令和 7 年法律第 63号、令和 7 年 6

⽉公布）により、⼥性の健康⽀援に係る

企業の取組は今後 10 年間にわたって中⼼
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的な政策課題として位置付けられること

となった。本研究班の成果は、この⻑期

的政策枠組みのもとで、産業保健・労働

安全衛⽣の側からの実装基盤を提供する

ものであり、労働安全衛⽣法に基づく健

診の枠組み（専⾨医受診勧奨）と⼥性活

躍推進法に基づく職場整備の枠組み（配

慮⽅針・休暇制度・相談体制）を相互補

完的に接続する役割を果たす。 

 

５．本研究の限界と今後の課題 

本研究には以下の限界がある。 

・各研修プログラムの効果は、研修直

後の⾃⼰記⼊式評価（受容性、理解

度、⾏動意図）にとどまっており、

実際の事業場での実装状況や⻑期的

効果は未検証である。 

・研究参加者には選択バイアスが存在

する可能性があり、研修への参加⾃

体が⼥性の健康管理への関⼼の⾼さ

を反映している可能性がある。 

・アクションチェックリストの選択率

分析は 3 会場の産業医集団に基づく

ものであり、本ツールの⼀般化可能

性についてはより多様な地域・対象

での追加検証が必要である。 

・マニュアルは政策実装の起点として

作成されたものであり、運⽤過程で

得られる知⾒を踏まえた改訂を前提

としている。 

・男性の更年期障害については、業務

起因性等の知⾒が乏しく、現時点で

は事業者健診への追加は抑制的とさ

れたが、男⼥共通の枠組みでライフ

ステージに応じた健康課題に対応す

る産業保健の枠組みの構築は今後の

課題である。 

今後の課題としては、（１）開発した

各ツールの全国規模での普及戦略の確⽴

と効果検証、（２）厚⽣労働省マニュア

ルの普及状況のモニタリングと運⽤上の

課題のフォローアップ、（３）各都道府

県の産業医協議会・医師会・産業医研修

会と連携したアクションチェックリスト

研修の全国展開、（４）改訂事業主⾏動

計画策定指針及び「えるぼしプラス」

「プラチナえるぼしプラス」認定制度の

運⽤⽀援、（５）「⽅針・制度」領域に

ついては嘱託産業医が経営層を説得する

ための補助ツール（費⽤対効果資料、好

事例集等）の開発、（６）事業場におけ

る実装研究の⼿法（RE-AIM フレームワ

ーク等）を⽤いた効果検証、（７）男⼥

共通の枠組みでライフステージに応じた

健康課題に対応する産業保健の枠組みの

構築、が挙げられる。 
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Ｅ．結論 

本研究班は 3 年計画（令和 5〜7 年度）

の研究期間を通じ、職場における⼥性の

健康保持増進のための効果的な産業保健

活動の確⽴に向け、エビデンス・実装ツ

ール・政策実装・普及啓発の 4 段階を 1

つの研究班で完結させた。 

 
本研究の主要な結論は以下のとおりで

ある。 

 
【⾏政施策への直接貢献】 

研究代表者は、厚⽣労働省「労働安全

衛⽣法に基づく⼀般健康診断の検査項⽬

等に関する検討会」（計 11回）のうち、

⼥性特有の健康課題が議論された 4 回

（第 4〜6回、第8回）に参集者として関

与し、研究班の知⾒を踏まえた助⾔を⾏

った。これらの助⾔は、検討会報告書

（令和 6 年 11 ⽉中間とりまとめ）及び労

働政策審議会建議（令和 7 年 1 ⽉）の内

容形成に直接的に貢献した。 

 
【厚⽣労働省マニュアルのたたき台とし

ての役割】 

研究班は、検討会及び建議を踏まえた

「⼥性特有の健康課題に関する問診に係

る健診機関実施マニュアル〜健診機関向

け〜」（全 25⾴）及び「⼥性特有の健康

課題に関する問診を活⽤した⼥性の健康

管理⽀援実施マニュアル〜事業者向け〜」

（全 21⾴）の原案を作成し、厚⽣労働省

労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課との計

6回の協議及び検討会構成員 10名からの

フィードバックの専⾨家合意形成⼿続き

による反映を経て完成させた。両マニュ

アルは令和 8 年（2026 年）1 ⽉ 19 ⽇付

で厚⽣労働省より公表された。本マニュ

アルは「健診機関‐労働者‐専⾨医‐事

業者」の四者連携モデルを政策実装の枠

組みとして提⽰し、業務起因性が必ずし

も明確でない⼥性特有の健康課題を労働

安全衛⽣のスキームで取り扱う新しい枠

組みを構築した。 

 
【研究班作成資材を活⽤した普及啓発活

動の開始】 

研究班は、上記マニュアルに加え、5

領域 41項⽬アクションチェックリスト及

び解説本、管理職向け E ラーニング動画

10 本、⼥性健康アドボケイト養成プログ

ラム（全 11 章＋Web シミュレーター）、

健診担当医向けパンフレット等の多様な

資材を整備した。これらを活⽤した産業

医研修を札幌市産業医協議会 2 回・熊本

県医師会 1 回の計 3 会場で実施し、合計

181 名の産業医から肯定的評価（わかり

やすさ 88.0%、推進⽅法の理解 97.0%、

実践可能性 90.3%、推進意欲 92.7%）を

得た。本普及啓発活動は、令和 8 年度以
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降、全国の産業医協議会・医師会・事業

者団体に拡⼤して継続的に実施する。さ

らに、これら研究成果及び実装ツール群

を国⺠・事業者・産業保健関係者・医療

職に広く還元するため、研究班ホームペ

ージ「事業場における⼥性の健康保持増

進」を開設し、ワンストップでのアクセ

スが可能な統合プラットフォームを構築

した。本ホームページは、「⼀般向け」

「事業者向け」「医療職向け」の 3 つの

利⽤者層別カテゴリで研究班作成資材

（⼥性健康問診マニュアル、セルフチェ

ック、アクションチェックリスト、E ラ

ーニング動画、⼥性健康アドボケイト養

成プログラム、健診担当医⽤パンフレッ

ト等）を体系的に整理・公開するととも

に、新着情報・記事機能により研究成果

及び関連政策動向を継続的に発信する運

⽤を開始した。本ホームページは、産業

医研修等のオフライン普及啓発活動と相

補的にカバレッジを拡⼤する社会還元の

中核チャネルとして機能し、研究期間終

了後も継続的な情報発信基盤となる。

URL ：

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.com/clo

sing_the_gender_gap/ 

 

 
【改訂事業主⾏動計画策定指針との整合】 

令和 7 年 12 ⽉ 23⽇に告⽰された改訂

事業主⾏動計画策定指針（令和 8 年 4 ⽉

1 ⽇施⾏）及び新たに創設された「える

ぼしプラス」「プラチナえるぼしプラス」

認定制度との整合性を確保し、本研究班

の成果が、企業が改訂指針に沿った実効

的な施策を⽴案・実装する際の標準的参

照ツールとして機能する基盤を整備した。 

 
【⼤規模疫学エビデンス】 

3 年間にわたる⼤規模疫学調査により、

過多⽉経の有病率 47.1%（n=19,451）、

SAMANTA スコアとプレゼンティーズム

の量反応関係（PR 1.26〜1.55）、健診時

追加質問・リーフレット症状確認票の妥

当性（n=24,441、感度 0.46〜0.84、特異

度 0.64〜0.93）、⽉経随伴症状とプレゼ

ンティーズムの量反応関係（n=3,332、

Koh et al. 2024 として発表）、⼥性健康

関連施策と POS との関係性（n=4,284）

等の科学的エビデンスを定量的に明らか

にした。 

 
【交付申請書記載の期待される効果・成

果の達成】 

交付申請書において提⽰した期待され

る効果・成果（⾏政的効果、学術的効果、

社会的効果、現場実装効果）は、いずれ

も当初想定を超える⽔準で達成された。

特に、研究班の知⾒が「指針」レベルに

とどまらず、厚⽣労働省が公表する具体
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的な実施マニュアルとして政策実装にま

で到達したこと、研究期間中に普及啓発

活動を開始し現場でのニーズに即した形

で資材の有⽤性を確認できたこと、当初

想定されていなかった「同僚（アドボケ

イト）」という新たな役割を発掘し養成

プログラムを開発したこと、改訂事業主

⾏動計画策定指針との整合性を確保した

ことは、本研究班ならではの独⾃性ある

達成である。 

 
【今後の展望】 

⼥性の健康課題は、労働者個⼈の問題

にとどまらず、組織としての対応が必要

な社会的・労働政策的課題である。今後

は、本研究班で完成させたマニュアル・

教育ツール・実装ツールの全国規模での

普及、運⽤実態のフォローアップ、効果

検証、必要に応じた改訂を継続的に進め

ていく。とくに、令和 8 年 4 ⽉ 1 ⽇施⾏

の改訂事業主⾏動計画策定指針及び「え

るぼしプラス」「プラチナえるぼしプラ

ス」認定の創設により、企業が⼥性の健

康⽀援に取り組むための政策枠組みが新

たに整備されたことを踏まえ、本研究班

の各成果物を活⽤した改訂指針対応⽀援

を、産業医団体・事業者団体・健診機関

と連携して全国で展開していくことが、

今後の最重要課題である。 

⼥性が健康を保持しつつ安⼼して働き

続けられる社会の実現に向けて、本研究

班の成果が、産業保健・労働安全衛⽣・

⼥性活躍推進の政策実装基盤として、今

後 10 年にわたって⽇本社会に貢献してい

くことを期待する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論⽂発表 

・Koh S, Okawara M, Hirashima K, 

Kuwazuru T, Yamashita S, Ohkubo 

N, Tateishi S, Fujino Y. Association 

of Menstrual-related Symptoms 

and Presenteeism: A Cross-

sectional Study of Working Women 

in Japan. Journal of Occupational 

and Environmental Medicine. doi: 

10.1097/JOM.0000000000003340 

（その他、本研究班の成果に基づく英⽂

原著論⽂を準備中である。過多⽉経・プ

レゼンティーズム関連分析（n=19,451）、

健診追加質問・リーフレット妥当性検証

（n=24,441）、⼥性健康関連施策とPOS

の関係性（n=4,284）、産業医研修評価

（n=181）、⽂献レビュー、事業場質的

調査、政策実装研究等についての学術論
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⽂を順次投稿予定。） 

２．学会発表（予定） 

・⽇本産業衛⽣学会、⽇本産業保健法

学会、⽇本疫学会、⽇本更年期医学

会等での成果報告を予定している。 

３．成果物（公表済） 

【厚⽣労働省ウェブサイトでの公表（令

和 8年 1 ⽉ 19 ⽇付）】 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診に係る健診機関実施マニ

ュアル〜健診機関向け〜．

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診を活⽤した⼥性の健康管

理⽀援実施マニュアル〜事業者向け

〜．

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_36255.html 

 
【E ラーニング及びWebコンテンツ（公

開中）】 

・研究班ホームページ「事業場におけ

る⼥性の健康保持増進」（⼀般向

け・事業者向け・医療職向けの利⽤

者層別に研究班作成資材を⼀元提供

する統合プラットフォーム）．

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.co

m/closing_the_gender_gap/ 

・管理職向け E ラーニング動画コンテ

ンツ（全 10 本）：研究班ホームペ

ージに掲載 

・アドボケイト養成講座 E ラーニング

動画（全 11章）．YouTube プレイ

リスト．

https://youtube.com/playlist?list=

PL9kRdyPoJLJmv5-7H_ai-

OWUcpvQbW97n 

・⼥性健康アドボケイト養成シミュレ

ーター．https://manopause-

adobocate-sim-v2.netlify.app/ 

・⼥性健康管理ホームページ「アドボ

ケイトトレーニング」専⽤ページ．

https://www.ryoritsu.dohcuoeh.co

m/closing_the_gender_gap/?page_i

d=499 

 
【書籍・寄稿】 

・古屋佑⼦．⼥性労働者の健康課題と

⽀援．⽇本疫学会ニュースレター65

号．特集「⼥性の健康管理に関する

動向」．2025 年 4 ⽉． 

・川島恵美．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 1章 

⑥障害を通じた考慮すべき事項−プ

レコンセプションケア．Q21-25, 

Column12．産業医学振興財団．

2026 年 3 ⽉． 
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・古屋佑⼦．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 1章 

⑦両⽴⽀援．Q26-31．産業医学振興

財団．2026 年 3 ⽉． 

・澤島智⼦．分担執筆「実務に⽣かす 

働く⼥性の健康⽀援 Q&A」第 3章 

①巡視で⾒いだす配慮の視点．Q42-

44．産業医学振興財団．2026 年 3

⽉． 

 

４．普及啓発活動（実施済及び予定） 

【実施済（令和 7 年度）】 

・札幌市産業医協議会研修（令和 7 年

8⽉、参加者 50名） 

・札幌市産業医協議会研修（令和 7 年

10 ⽉、参加者 56名） 

・熊本県医師会産業医研修（令和 7 年

中、参加者 75名） 

・以上 3 会場・合計 181名の産業医を

対象とした研修を実施。研修評価に

おいて理解度 97%、推進意欲 93%等

の⾼い肯定的評価を得た。 

 
【今後の予定（令和 8年度以降）】 

・全国の産業医協議会・医師会・産業

医研修会と連携したアクションチェ

ックリスト研修の全国展開 

・事業者団体・健診機関と連携した厚

⽣労働省マニュアルの普及啓発活動 

・改訂事業主⾏動計画策定指針対応⽀

援セミナーの開催 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録

状況（予定を含む） 

１．特許取得：なし 

２．実⽤新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

Ｉ．利益相反（COI）の開⽰ 

本研究の遂⾏及び本報告書の作成に関

して、開⽰すべき利益相反は存在しない。 

 

Ｊ．引⽤・参考⽂献 

【厚⽣労働省・⾏政関連】 

・厚⽣労働省．労働安全衛⽣法に基づ

く⼀般健康診断の検査項⽬等に関す

る検討会 中間とりまとめ．令和 6 年

11 ⽉ 1⽇． 

・労働政策審議会．今後の労働安全衛

⽣対策について（建議）．令和 7 年

1 ⽉ 17⽇． 

・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診に係る健診機関実施マニ

ュアル〜健診機関向け〜．令和 8年

1 ⽉ 19 ⽇公表． 
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・厚⽣労働省．⼥性特有の健康課題に

関する問診を活⽤した⼥性の健康管

理⽀援実施マニュアル〜事業者向け

〜．令和 8年 1 ⽉ 19 ⽇公表． 

・内閣官房・内閣府・総務省・厚⽣労

働省．事業主⾏動計画策定指針（改

訂、令和 7 年 12 ⽉ 23⽇告⽰、令和

8年 4 ⽉ 1⽇施⾏）．令和 7 年告⽰

第 1号． 

・厚⽣労働省．⼥性活躍推進法施⾏規

則の⼀部改正（令和 7 年厚⽣労働省

令第 125号）． 

・内閣府男⼥共同参画局．⼥性活躍・

男⼥共同参画の重点⽅針 2023（⼥性

版⾻太の⽅針 2023）．令和 5 年 6

⽉ 13⽇． 

・内閣府男⼥共同参画局．⼥性活躍・

男⼥共同参画の重点⽅針 2024（⼥性

版⾻太の⽅針 2024）．令和 6 年 6

⽉ 11⽇． 

・経済産業省．⼥性特有の健康課題に

よる経済損失の試算と健康経営の必

要性について． 

・厚⽣労働省．健康⽇本 21（第三次）

の推進のための説明資料． 

・厚⽣労働省．事業場における治療と

仕事の両⽴⽀援のためのガイドライ

ン． 

・厚⽣労働省．労働者の⼼⾝の状態に

関する情報の適正な取扱いのために

事業者が講ずべき措置に関する指針

（平成 30 年公⽰第 1号）． 

【国際的指針・先⾏研究】 

・British Standards Institution. PAS 

6553: Menstruation, menstrual 

health and menopause in the 

workplace. Guide. 2024. 

・Hardy C, Griffiths A, Norton S, 

Hunter MS. Self-help cognitive 

behavior therapy for working 

women with problematic hot 

flushes and night sweats: a 

randomized controlled trial. 

Menopause. 2018;25(5):508-519. 

・O'Neill MT, Jones V, Reid A. Impact 

of menopausal symptoms on work 

and careers: a cross-sectional 

study. Occup Med (Lond). 

2023;73(6):332-338. 

・Hickey M, Riach K, Kachouie R, 

Jack G. No sweat: managing 

menopausal symptoms at work. J 

Psychosom Obstet Gynaecol. 

2017;38(3):202-209. 

・Glasgow RE, Vogt TM, Boles SM. 

Evaluating the public health impact 

of health promotion interventions: 

the RE-AIM framework. Am J Public 

Health. 1999;89(9):1322-1327. 
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【本研究班の発表論⽂】 

・Koh S, Okawara M, Hirashima K, 

Kuwazuru T, Yamashita S, Ohkubo 

N, Tateishi S, Fujino Y. Association 

of Menstrual-related Symptoms 

and Presenteeism: A Cross-

sectional Study of Working Women 

in Japan. Journal of Occupational 

and Environmental Medicine. doi: 

10.1097/JOM.0000000000003340 
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巻末資料⼀覧 
・管理職向け研修スライド 
・アドボケイト養成講座スライド 
・アドボケイトシミュレータースライド 
・事業場における⼥性健康管理アクションチェックリストおよび解説版 
・事業場における⼥性健康問診マニュアル 
・健診機関における⼥性健康問診マニュアル 
・⼥性健康問診マニュアル 2種 


